
2025年1月 

 

各  位 

㈱大成出版社 

 

新刊 『必携用地補償実務便覧２０２５年版』 

『公共用地取得 特別な補償に関する用対連基準の解説と実務』他、刊行のご案内 

 
謹啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は小社出版物につきましては、格別のご愛顧を賜わり厚く御礼申し上げます。 

 さて、このたび標記図書が刊行となりました。ご希望の向きは、下記要領及び別添パンフレットをご高覧の上、下記

申込書によりＦＡＸにてお申込み下さい。 

なお、定価より１０％引き特別価格にてご案内させて頂きます。 

敬具 

記 

【申 込 先】 ㈱大成出版社 営業管理部 

〒156-0042 東京都世田谷区羽根木1-7-11       

TEL 03‐3321‐4002 FAX ０３－３３２５－１８８８  

※ＦＡＸにてお申し込みください。 
        

購 読 申 込 書          

コード 書           名 
特別価格 
（消費税込） 

部数 

3571 必携用地補償実務便覧 ２０２５年版           （2024年11月刊行） １，９８０円 部                           

3491 改訂３版 補償業務管理士試験問題の解説（共通科目） （2024年5月刊行） ４，９５０円 部                           

3558 公共用地取得 特別な補償に関する用対連基準の解説と実務   （2024年４月刊行） ３，９６０円 部                           

3562 改訂版 空家等対策特別措置法の解説      （2024年４月刊行） ２，７７２円 部                           

3365 改訂３版 【逐条解説】河川法解説         （2024年３月刊行） ７，１２８円 部                           

3549 改訂第２２版増補版 都市計画法開発許可の実務の手引（2023年11月刊行） ５，３４６円 部                           

3474 改訂 6版 道路法解説                 （2023年8月刊行） ８，６１３円 部                           

3489 【全訂】特定都市河川浸水被害対策法解説        （2023年4月刊行） ３，９６０円 部                           

3477 改訂3版   建物賃貸借                 （2022年 10月刊行） １０，８９０円 部                           

3464 改訂版 土地賃貸借                     （2022年3月刊行） ６，７３２円 部                           

3430 改訂版 明解事業損失の理論と実務           （2021年 5月刊行） ５，８４１円 部                           

3406 補訂版 公共補償基準要綱の解説            （2021年3月刊行） ３，３６６円 部                           

3421 補訂版 公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の解説 （2021年3月刊行） ３，６６３円 部                           

3429 増補新訂版 公共用地の取得に伴う損失補償基準の考え方３２７問   （2021年1月刊行） ４，７５２円 部                           

3401 改訂版 公共用地 標準地比準評価法の実務      （2020年8月刊行） ５，０４９円 部                           

□ 送料実費、但し10,000円以上ご購入で一括納品の場合は送料サービス。（8408042） 
□ ※標記図書のチラシの同封が無い書籍については、弊社ＨＰを検索の上（総合図書目録）図書内容をご参照下さい。 

令和  年  月  日 

所在地 
 

〒   －  

御社名 

（フリガナ） 
 

ご担当者名 

（フリガナ） 

 
TEL 

 

ご記入いただいた個人情報は、ご注文書籍の配送、ご請求およびDM等の連絡に限って利用し、その目的以外での利用はいたしません。 



















定評ある河川法の逐条解説書の待望の改訂版！！

［逐条解説］

河川法解説
改訂３版

編著■河川法研究会 Ａ５判・上製函入
定価7,920円（本体7,200円＋税10％）　図書コード3365

★河川行政の基本となる河川法を条文ごとに解説した関係者必携

　の図書！

★前版刊行後の平成25年・29年・令和３年等の法律改正を踏まえ、

　最新の内容で河川法を逐条で詳細に解説！！

＜主な改正ポイント＞

●　水防法及び河川法の一部を改正する法律（平成25年法律第35号）
　・河川管理者は、水防計画に基づき水防管理団体が行う水防に協力するものとした。

　・河川管理者等が、河川管理施設又は許可工作物を良好な状態に保つよう維持・修繕すべきことを明確化した。

　・河川管理に協力する法人又は団体を河川協力団体として指定し、河川管理施設の維持等について委託できるものとした。

　・既に水利使用の許可を受けた河川の流水等を利用した従属発電について、河川管理者の許可に代えて登録を受ければ足りることとした。

●　水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）
　・ダム再開発事業や、災害復旧事業等のうち、都道府県等の管理河川で施行が困難な高度な技術力等を要するものについて、国土交通大

　　臣が工事を代行することができる制度（権限代行）を創設した。

　・河川管理者が、浸水被害軽減地区の指定をしようとする水防管理者等に対して必要な情報提供、助言その他の援助を行うため必要があ

　　ると認めるときは、河川協力団体に必要な協力を要請することができるものとした。

●　特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）
　・国土交通大臣による権限代行の対象を拡大し、災害で堆積した土砂の撤去等を行えることとしたほか、準用河川でも工事等を行えることと

　　した。

　・河川管理者が、その管理する一級河川又は二級河川に設置されたダム又は河川管理施設であるダムの洪水調節機能の向上を図るため

　　に必要な協議を行うための協議会制度（ダム洪水調節機能協議会）を創設した。

　・河川管理者が、特定都市河川浸水被害対策法に基づく貯留機能保全区域の指定をしようとする都道府県知事等に対し、必要な情報提供

　　助言その他の援助を行うため必要があると認めるときは、河川協力団体に必要な協力を要請することができるものとした。

〒156-0042　東京都世田谷区羽根木1-7-11
TEL 03(3321)4131 FAX 03(3325)1888

https://www.taisei-shuppan.co.jp/ ★弊社ホームページでもご注文いただけます。



https://www.taisei-shuppan.co.jp/
★弊社ホームページでもご注文いただけます。関連図書も取りそろえておりますので、ご利用ください。

本　　　社　〒156－0042　東京都世田谷区羽根木1－7－11
　　　　　　℡　03（3321）4131　FAX　03（3325）1888
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図書コード 書　　　　　　　　　　名 定価（税込） 数　　量

合　　　　計 円

部

部

購読区分　公用・私用E-mail：担当者名　　　　　　　　　　　　印

団体・会社名　　　　　　　　　　　　　　　                部課名

〒　　　－

＊ご記入いただいたお客様の個人情報は、ご注文いただいた書籍の配送、ご請求等の連絡およびダイレクトメールのお届け等の
  弊社の営業活動に限って利用し、その目的以外での利用はいたしません。

番線印所在地

TEL        -       -

FAX        -       -

ﾌﾘｶﾞﾅ

（キリトリ線）

改訂３版［逐条解説］河川法解説　目　次

第１部　序論
　第１章　河川の本質
　第２章　河川法制定の経緯
　第３章　河川法の概要

第２部　解説
　第１章　総則（第１条―第８条）
　　第１条（目的）
　　第２条（河川管理の原則等）
　　第３条（河川及び河川管理施設）
　　第４条（一級河川）
　　第５条（二級河川）
　　第６条（河川区域）
　　第７条（河川管理者）
　　第８条（河川工事）

　第２章　河川の管理
　　第１節　通則（第９条―第15条の２）
　　第９条（一級河川の管理）
　　第10条（二級河川の管理）
　　第11条（境界に係る二級河川の管理の特例）
　　第12条（河川の台帳）
　　第13条（河川管理施設等の構造の基準）
　　第14条（河川管理施設の操作規則）
　　第15条（他の河川管理者に対する協議）
　　第15条の２（河川管理施設等の維持又は修繕）

　　第２節　河川工事等（第16条―第22条の３）
　　第16条（河川整備基本方針）
　　第16条の２（河川整備計画）
　　第16条の３（市町村長の施行する工事等）
　　第16条の４（国土交通大臣の施行する工事等）
　　第16条の５（災害が発生した場合における国土交通大臣の実施する維持）
　　第17条（兼用工作物の工事等の協議）
　　第18条（工事原因者の工事の施行等）
　　第19条（附帯工事の施行）
　　第20条（河川管理者以外の者の施行する工事等）
　　第21条（工事の施行に伴う損失の補償）
　　第22条（洪水時等における緊急措置）
　　第22条の２（水防管理団体が行う水防への協力）
　　第22条の３（高規格堤防の他人の土地における原状回復措置等）

　　第３節　河川の使用及び河川に関する規制
　　　第１款　通則（第23条―第37条の２）
　　第23条（流水の占用の許可）
　　第23条の２（流水の占用の登録）
　　第23条の３（登録の実施）
　　第23条の４（登録の拒否）
　　第24条（土地の占用の許可）
　　第25条（土石等の採取の許可）
　　第26条（工作物の新築等の許可）
　　第27条（土地の掘削等の許可）
　　第28条（竹木の流送等の禁止、制限又は許可）
　　第29条（河川の流水等について河川管理上支障を及ぼすおそれのある行為の禁止、
　　　　　　制限又は許可）
　　第30条（許可工作物の使用制限）
　　第31条（原状回復命令等）
　　第32条（流水占用料等の徴収等）
　　第33条（許可等に基づく地位の承継）
　　第34条（権利の譲渡）

　　第35条（関係行政機関の長との協議）
　　第36条（関係地方公共団体の長の意見の聴取）
　　第37条（河川管理者の工作物に関する工事の施行）
　　第37条の２（土地の占用等に関する水防管理団体等の特例）

　　　第２款　水利調整（第38条―第43条）
　　第38条（水利使用の申請があつた場合の通知）
　　第39条（関係河川使用者の意見の申出）
　　第40条（申出をした関係河川使用者がある場合の水利使用の許可の要件）
　　第41条（水利使用の許可等に係る損失の補償）
　　第42条（損失の補償の協議等）
　　第43条（流水の貯留又は取水の制限）

　　　第３款　ダムに関する特則（第44条―第51条の３）
　　第44条（河川の従前の機能の維持）
　　第45条（水位、流量等の観測）
　　第46条（ダムの操作状況の通報等）
　　第47条（ダムの操作規程）
　　第48条（危害防止のための措置）
　　第49条（記録の作成等）
　　第50条（管理主任技術者の設置）
　　第51条（兼用工作物であるダムについての特例）
　　第51条の２（ダム洪水調節機能協議会）
　　第51条の３（都道府県ダム洪水調節機能協議会）

　　　第４款　緊急時の措置（第52条―第53条の２）
　　第52条（洪水調節のための指示）
　　第53条（渇水時における水利使用の調整）
　　第53条の２（渇水時における水利使用の特例）

　　第４節　河川保全区域（第54条・第55条）
　　第５節　河川予定地（第56条―第58条）
　第２章の２　河川立体区域（第58条の２―第58条の７）
　第２章の３　河川協力団体（第58条の８―第58条の13）
　　第58条の８（河川協力団体の指定）
　　第58条の９（河川協力団体の業務）
　　第58条の10（河川協力団体の河川管理者による援助への協力）
　　第58条の11（監督等）
　　第58条の12（情報の提供等）
　　第58条の13（河川協力団体に対する河川管理者の許可等の特例）

　第３章　河川に関する費用（第59条―第74条）
　第４章　監督（第75条―第79条の２）
　　第75条（河川管理者の監督処分）
　　第76条（監督処分に伴う損失の補償等）
　　第77条（河川監理員）
　　第78条（許可を受けた者等からの報告の徴収及び立入検査）
　　第79条（国土交通大臣の認可等）
　　第79条の２（国土交通大臣の指示）

　第５章　社会資本整備審議会の調査審議等及び都道府県河川審議会
　　　　（第80条―第86条）
　第６章　雑則（第87条―第101条）
　第７章　罰則（第102条―第109条）

法令編
　一　関係政省令
　二　例規
　三　廃止法令

3365 改訂３版［逐条解説］河川法解説 7,920円（税込）

【全訂】逐条　特定都市河川浸水被害対策法解説

　　　　編著■特定都市河川浸水被害対策法研究会
　　　　補訂■藤川眞行・松原英憲

　　A5判・並製・定価4,400円（本体4,000円＋税10％）図書コード3489

流域治水関連法の成立を受けて全面改訂！！
【令和３年改正の４つの重点対策】
　●流域治水の計画・体制の強化
　●氾濫をできるだけ防ぐための対策
　●被害対象を減少させるための対策
　●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策仕様
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